
北海道対象地域�

秋田県対象地域�

山形県対象地域�

新潟県対象地域�

富山県対象地域�

石川県対象地域�
京都府対象地域�

広島県対象地域�

山口県対象地域�

熊本県対象地域�

香川県対象地域�

徳島県対象地域�

兵庫県対象地域�
神戸市対象地域�

三重県対象地域� 愛知県対象地域�

岐阜県対象地域�
長野県対象地域�

神奈川県対象地域�

川崎市対象地域�

千葉県対象地域�

東京都対象地域�

茨城県対象地域�

福島県対象地域�

仙台市全域�

宮城県対象地域�

岩手県対象地域�

北九州市対象地域�

京都市対象地域�

札幌市全域�

PRTR法に基づく第１回目の集計結果の公表は２００２（平成１４）年度の後半に行われる予定です。

それ以前に入手できるPRTRのデータとしては、環境省が１９９７（平成９）年度から行っているパイ

ロット事業があります。対象物質や対象事業所などがPRTR法とは異なりますが、PRTRでどのよ

うなことが分かるのか、データはどのような形で公表されるのかを知る上で参考となります。

２０００（平成１２）年度のパイロット事業は、下の地図に示された３０都道府県市の１６，１４９事業所を

対象に行われました。そのうち約４６％の事業所から対象となっている３５４物質のうち２９０物質につ

いて、１９９９（平成１１）年度１年間の大気・水域・土壌への排出量、埋立処分量、廃棄物や下水道に

含まれての移動量の報告がありました。

○２０００（平成１２）年度のパイロット事業で対象となった地域

・これまでのパイロット事業について知りたい

→ 各年度の『PRTRパイロット事業報告書』環境省環境保健部環境安全課

http：//www.env.go.jp/chemi/prtr/５/５index.html
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パイロット事業の概要
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平成１２年度のパイロット事業で対象となった地域は、必ずしもそれぞれの都道府県市の全域が対

象になっているわけではありません。下の表にあるように多くが各都道府県市の一部の地域のみを対

象としています。

自治体名 対 象 地 域

北 海 道 函館市、大野町、上磯町、七飯町、松前町、福島町、知内町、木古内町、長万部町、八雲町、森町、砂原町、
鹿部町、南茅部町、恵山町、戸井町、椴法華村

札幌市 札幌市全域

岩 手 県 花巻市、北上市、水沢市、江刺市、金ヶ崎町、一関市

宮 城 県 塩竃市、多賀城市、名取市、岩沼市、白石市、角田市、松島町、七ヶ浜町、利府町、亘理町、山元町、大和町、
大郷町、富谷町、蔵王町、七ヶ宿町、大河原町、村田町、柴田町、川崎町、丸森町、大衡村

仙台市 仙台市全域

秋 田 県 秋田市、本荘市、男鹿市、南秋田郡天王町、由利郡（岩城町、西目町、金浦町、仁賀保町、象潟町）

山 形 県 山形市、寒河江市、上山市、村山市、天童市、東根市、山辺町、中山町、河北町、西川町、朝日町、大江町、
大石田町

福 島 県 福島市

茨 城 県 日立市の一部（日高町、相田町、田尻町、かみあい町、滑川町、白銀町、宮田町、本宮町、高鈴町、神峰町、
東町、平和町、旭町、弁天町、助川町、城南町、鹿島町、幸町、成沢町、鮎川町、国分町、若葉町、諏訪町、
末広町、桜川町、多賀町、中丸町、大久保町、千石町、河原子町、東多賀町）、鹿嶋市、神栖町、波崎町

千 葉 県 市原市、茂原市、東金市

東 京 都 大田区の一部

神奈川県 藤沢市、茅ヶ崎市、寒川町

川崎市 川崎区、幸区、中原区

新 潟 県 三条市、加茂市、見附市、田上町、下田村、栄町、中之島町

富 山 県 高岡市、新湊市

石 川 県 金沢市

長 野 県 松本市、塩尻市、東筑摩郡、南安曇郡

岐 阜 県 大垣市、揖斐郡、海津郡、不破郡、養老郡、安八郡、本巣郡

愛 知 県 名古屋市及び西三河地域（豊田市、岡崎市、知立市、刈谷市、安城市、高浜市、碧南市、西尾市、一色町、吉
良町、幡豆町、幸田町、藤岡町、旭町、足助町、額田町、三好町、小原村、下山村）を除く愛知県内の地域

三 重 県 四日市市、菰野町、楠町、朝日町、川越町

京 都 府 舞鶴市、宇治市、城陽市、久御山町

京都市 南区、右京区、伏見区

兵 庫 県 西宮市、伊丹市、芦屋市、宝塚市

神戸市 兵庫区、西区

広 島 県 三原市、尾道市、福山市、府中市、本郷町、沼隈町、神辺町、新市町

山 口 県 周南地域（徳山市、下松市、光市、新南陽市）、下関市

徳 島 県 徳島市、阿南市、鳴門市、小松島市、北島町

香 川 県 高松市、丸亀市、坂出市、善通寺市、飯山町、宇多津町、多度津町

北九州市 戸畑区、若松区、八幡東区、八幡西区

熊 本 県 熊本市、植木町、菊陽町、大津町、益城町

●

●

●

●

●

●

●

●

●

対象地域はどんなところ？
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ある地域で排出される化学物質の種類や量は、その地域にある事業所の数や業種・規模などにも深

い関わりを持っています。また、排出された化学物質が地域の環境にどの程度の影響を与えるか判断

するには、面積や人口といった条件を考慮に入れる必要があります。

パイロット事業の対象となった３０都道府県市の地域概要は次の通りです。

対象地域の概要

自治体名

面積
（平成１１年）

人口
（平成１１年度）

製造品出荷額等
（平成９年）

自動車保有台数
（平成１１年度）

km２ 対全国比 人 対全国比 百万円 対全国比 台 対全国比

北海道 ４７０ ０．１２％ ４６５，７０４ ０．３７％ ５４１，８３６ ０．１７％ ２７０，４７２ ０．３８％

札幌市 １，１２１ ０．３０％ １，８０１，３２７ １．４３％ ７５３，５１３ ０．２３％ ９１４，６８９ １．２９％

岩手県 １，８７２ ０．５０％ ３３７，１９２ ０．２７％ １，１８３，６１３ ０．３７％ ２２８，６７６ ０．３２％

宮城県 ２，４１６ ０．６４％ ６２５，４４２ ０．５０％ １，６２７，１９６ ０．５０％ ３８９，９１９ ０．５５％

仙台市 ７８４ ０．２１％ ９７５，７２３ ０．７７％ ９２７，２５８ ０．２９％ ５３６，７２３ ０．７６％

秋田県 １，２７５ ０．３４％ ４５４，５７８ ０．３６％ ８０２，９９１ ０．２５％ ２８０，７８５ ０．４０％

山形県 ２，２４７ ０．５９％ ５４６，４９４ ０．４３％ １，１７９，５４４ ０．３７％ ３８５，９６５ ０．５５％

福島県 ７４６ ０．２０％ ２８８，４１７ ０．２３％ ７５５，５１０ ０．２３％ １８０，８６８ ０．２６％

茨城県 ３９４ ０．１０％ ３４３，９９９ ０．２７％ ２，２７６，９４６ ０．７０％ ２２６，６１３ ０．３２％

千葉県 ５５８ ０．１５％ ４３２，６３８ ０．３４％ ３，４６３，３８７ １．０７％ ２８３，８５５ ０．４０％

東京都 ５９ ０．０２％ ６３８，６３２ ０．５１％ １，２３６，８８１ ０．３８％ ２０２，５１４ ０．２９％

神奈川県 １１９ ０．０３％ ６４２，３７９ ０．５１％ ２，８９６，５３４ ０．９０％ ２８２，４０３ ０．４０％

川崎市 ６４ ０．０２％ ５１６，８６９ ０．４１％ ４，８７４，５０９ １．５１％ １７１，７８８ ０．２４％

新潟県 ７１８ ０．１９％ ２１５，１５３ ０．１７％ ５４７，１５４ ０．１７％ １４０，０７２ ０．２０％

富山県 １８３ ０．０５％ ２１１，７２４ ０．１７％ １，０７８，６４３ ０．３３％ １４９，７６６ ０．２１％

石川県 ４６８ ０．１２％ ４３８，２７２ ０．３５％ ６２９，９２８ ０．１９％ ２９３，９４８ ０．４２％

長野県 １，７５０ ０．４６％ ４１７，５０２ ０．３３％ １，５５５，３９２ ０．４８％ ３２１，２６６ ０．４５％

岐阜県 １，８４１ ０．４９％ ４９０，７９８ ０．３９％ １，５７４，６３６ ０．４９％ ３５５，７１９ ０．５０％

愛知県 ３，３８５ ０．９０％ ３，３８０，３６４ ２．６８％ １６，２６８，５０４ ５．０４％ ２，１８９，４９９ ３．０９％

三重県 １，１０９ ０．２９％ ７９７，６９５ ０．６３％ ５，３２２，１９３ １．６５％ ５７０，９１４ ０．８１％

京都府 ４５６ ０．１２％ ３８３，２７７ ０．３０％ １，４１９，４３５ ０．４４％ ２０２，７４２ ０．２９％

京都市 １５２ ０．０４％ ５５１，５４７ ０．４４％ ２，１８３，００２ ０．６８％ ２６４，８９８ ０．３７％

兵庫県 ２４５ ０．０６％ ９１０，５７０ ０．７２％ １，４０４，３３０ ０．４３％ ３３９，４２７ ０．４８％

神戸市 １５２ ０．０４％ ３３８，６２５ ０．２７％ １，５７８，１８８ ０．４９％ １５１，１９３ ０．２１％

広島県 １，０１３ ０．２７％ ６８６，６６９ ０．５４％ ２，４６１，３３１ ０．７６％ ４３９，５９８ ０．６２％

山口県 ７７７ ０．２１％ ４８９，４９８ ０．３９％ ２，３７２，６５２ ０．７３％ ２９７，４５０ ０．４２％

徳島県 ６３２ ０．１７％ ４５１，３４５ ０．３６％ １，０２７，１６９ ０．３２％ ２９８，１３８ ０．４２％

香川県 ４４４ ０．１２％ ５６６，６８２ ０．４５％ １，４３０，４７７ ０．４４％ ３６３，３３３ ０．５１％

北九州市 ２０２ ０．０５％ ４９３，５３１ ０．３９％ １，４８２，８３０ ０．４６％ ２６５，１００ ０．３７％

熊本県 ５３５ ０．１４％ ７６７，０２４ ０．６１％ １，１８３，６７０ ０．３７％ ４４７，３３３ ０．６３％

対象地域合計 ２６，１８７ ６．９３％ １９，６５９，６７０ １５．５９％ ６６，０３９，２５３ ２０．４４％ １１，４４５，６６６ １６．１６％

全 国 ３７７，８６４ １００％ １２６，０７１，３０５ １００％ ３２３，０７１，８３１ １００％ ７０，８１１，５３３ １００％

注１）人口は自治省行政局「住民基本台帳人口要覧（平成１２年）」による
注２）面積は建設省国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調（平成１１年）」による
注３）製造品出荷額等は各県「工業統計調査結果報告（平成９年）」による
注４）自動車保有台数は運輸省自動車交通局「市区町村別自動車保有車両数（平成１２年）」全国軽自動車協会連合会

「市区町村別軽自動車車両数（平成１２年）」による
注５）茨城県の日立市及び東京都の大田区については、その一部のみが対象地域となっているがここでは全域の値を

採用している
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２０００（平成１２）年度のパイロット事業では、PRTR法の第一種指定化学物質である３５４物質が対

象となりました。このうち事業所から排出・移動について報告があった物質は２９０物質、事業所以外

からの排出として推計した物質は１４１物質です。あわせて３２２物質が集計の対象となりました。

対象となった事業所は１６，１４９事業所でした。このうち約４６％にあたる７，４９９事業所から回答があ

りましたが、実際に報告の対象となる化学物質を取り扱っているとして排出量・移動量の報告があっ

たのは２，３２７事業所でした。

また、事業所以外の排出としては、農薬散布や自動車の排ガス、家庭やオフィスからの塗料や殺虫

剤、防虫剤からの排出などについて推計を行いました。

詳細は以下の通りです。

○対象物質について報告のあった事業所と物質の数

対象地域名 事業所数
物質数

事業所 事業所以外

北海道 ２２ ５２ １３０

札幌市 ５６ ３８ １３０

岩手県 ７３ ４６ １２３

宮城県 ７１ ５３ １２９

仙台市 ３０ ２５ １２９

秋田県 ５５ ４２ １２１

山形県 ５３ ３３ １２９

福島県 ４３ ５５ １２９

茨城県 ９４ １６０ １２７

千葉県 ９４ １４１ １３３

東京都 ２９ ４４ ９４

神奈川県 ７８ ７９ １３０

川崎市 ９９ １０１ １２７

新潟県 ３９ １７ １２４

富山県 ７０ ８３ １１７

石川県 ４３ ５１ １２３

長野県 ７９ ３５ １３１

岐阜県 １２８ ９１ １２５

愛知県 ５１９ ２０２ １３７

三重県 ９１ １５０ １２９

京都府 ３２ ４１ １２７

京都市 ６６ ６４ １２７

兵庫県 ５８ ７２ １３２

神戸市 ４６ ７３ １３２

広島県 ９４ １０４ １３２

山口県 ５９ １２７ １２４

徳島県 ６０ １０９ １２９

香川県 ５８ ６０ １２４

北九州市 ４６ ７５ １３５

熊本県 ４２ ４８ １３６

合 計 ２，３２７ ２９０ １４１

●

●

●

●

●

●

●

●

●

報告のあった物質と事業所

●

●

●

●

●

●

●

●

●
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業
種
別
事
業
所
数

対象物質について報告のあった事業所を業種別にみると次のようになります。

業
種

北 海 道

札 幌 市

岩 手 県

宮 城 県

仙 台 市

秋 田 県

山 形 県

福 島 県

茨 城 県

千 葉 県

東 京 都

神 奈 川 県

川 崎 市

新 潟 県

富 山 県

石 川 県

長 野 県

岐 阜 県

愛 知 県

三 重 県

京 都 府

京 都 市

兵 庫 県

神 戸 市

広 島 県

山 口 県

徳 島 県

香 川 県

北 九 州 市

熊 本 県
合
計

金
属
鉱
業

－
１

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

１
原
油
・
天
然
ガ
ス
鉱
業

－
－

－
－

－
－

－
－

－
１

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

１

製 造 業

食
料
品
製
造
業

２
２

－
５

－
２

８
４

１
１

－
３

３
－

１
３

３
３
１９

４
１

－
５

３
４

３
１

３
－

６
９０

飲
料
・
た
ば
こ
・
飼
料
製
造
業

１
－

－
－

２
－

－
－

７
－

－
１

－
－

－
１

２
－

４
－

１
－

１
－

２
－

１
１

－
２

２６
繊
維
工
業

２
－

－
－

－
－

１
－

－
－

－
－

－
１

１
３

－
１５

３９
１

２
１０

４
１

４
－

２
１

－
２

８９
衣
服
・
そ
の
他
の
繊
維
製
品
製
造
業

－
－

１
－

１
－

－
１

－
－

－
－

－
１

－
－

１
１

２
－

－
－

－
１

３
－

－
－

－
－

１２
木
材
・
木
製
品
製
造
業

－
－

２
３

－
－

－
－

２
－

－
－

－
－

２
－

２
３
１０

１
２

１
－

－
３

－
７

４
１

１
４４

家
具
・
装
備
品
製
造
業

－
－

－
１

２
－

３
－

１
１

－
－

１
２

２
－

－
７
１４

－
－

－
１

－
５

－
－

－
－

－
４０

パ
ル
プ
・
紙
・
紙
加
工
品
製
造
業

－
２

２
１

－
１

－
１

－
－

－
１

－
－

４
１

４
５
１２

－
－

１
－

－
－

－
５

２
－

－
４２

出
版
・
印
刷
・
同
関
連
産
業

－
３

１
２

４
－

１
１

－
－

１
１

－
－

－
２

－
２
１０

１
－

５
２

－
１

－
１

１
－

２
４１

化
学
工
業

１
１

５
５

１
３

２
２
３８

４２
２
１０

３０
－

１１
－

２
１１

４３
３２

６
１０

９
７

９
１９

２３
７

７
５

３４
３

石
油
製
品
・
石
炭
製
品
製
造
業

－
－

１
－

１
１

－
－

１
６

－
１

５
１

－
－

－
－

２
３

－
－

１
１

１
３

－
１

１
－

３０
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品
製
造
業

－
－

４
３

－
－

１
２

３
３

－
２

４
２

４
１

２
１０

４５
６

１
１

２
－

３
１

４
５

１
１

１１
１

ゴ
ム
製
品
製
造
業

－
－

２
２

－
－

－
１

１
－

－
３

１
１

－
－

２
４
１３

２
－

１
－

４
８

１
－

－
２

１
４９

な
め
し
革
・
同
製
品
・
毛
皮
製
造
業

－
－

１
－

－
１

１
－

－
－

－
－

－
１

－
－

１
－

－
－

－
－

１
－

－
－

－
－

－
－

６
窯
業
・
土
石
製
品
製
造
業

１
－

２
１

－
１

－
２

４
５

１
４

２
１

２
１

１
６
３４

５
３

２
１

－
２

３
２

－
４

－
９０

鉄
鋼
業

－
３

２
１

２
２

２
－

３
－

－
－

５
－

５
１

１
－

１５
１

－
－

１
－

４
７

１
１

５
１

６３
非
鉄
金
属
製
造
業

－
１

２
２

－
１

－
－

３
２

－
６

１
１

８
－

１
１
１０

１
１

２
２

１
２

２
－

１
２

１
５４

金
属
製
品
製
造
業

－
３
１６

１０
－

３
６

３
４
１０

１５
１１

１５
２１

２０
５
１３

９
５７

６
－

１１
５

４
１２

７
－

８
８

５
２８
７

一
般
機
械
器
具
製
造
業

－
２

７
３

－
１

９
２

－
３

３
１２

２
３

１
２

６
１１

３０
５

２
２

７
４

７
－

２
４

３
３

１３
６

電
気
機
械
器
具
製
造
業

２
２
１２

１３
－

２４
５
１０

１２
９

１
７
１２

２
２

－
１９

２３
４６

９
３

６
４
１０

６
１

－
６

６
４

２５
６

輸
送
用
機
械
器
具
製
造
業

２
１

４
１１

－
－

３
３

１
２

－
９

５
－

１
－

２
７
４２

３
３

１
１

４
４

５
１

４
－

１
１２
０

精
密
機
械
器
具
製
造
業

－
１

３
１

－
２

３
２

－
２

－
１

－
－

１
１

６
１

６
－

－
１

１
－

１
－

－
－

－
－

３３
そ
の
他
の
製
造
業

－
－

－
－

－
－

２
１

－
－

－
－

１
－

－
－

２
３

７
－

２
１

－
－

－
－

－
－

－
－

１９
電
気
業

－
－

－
１

１
１

－
－

４
２

－
－

２
－

－
－

－
１

４
３

－
－

－
－

－
２

１
１

１
－

２４
ガ
ス
業

－
－

－
－

－
－

－
１

－
－

－
－

－
－

－
１

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

２
下
水
道
業

１
７

－
１

２
１

１
１

３
－

２
３

４
－

１
２

１
－

８
１

－
４

１
３

１
３

１
４

１
３

６０
鉄
道
業

２
１

－
１

１
３

－
－

－
－

－
－

１
－

－
－

－
－

２
－

－
－

－
－

－
１

１
１

－
－

１４
倉
庫
業

－
－

－
－

－
１

－
－

１
－

－
－

３
－

－
－

－
－

２
１

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

８
自
動
車
卸
売
業

－
２

－
－

１
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

３
燃
料
小
売
業

３
３

－
－

－
１

－
１

－
１

－
－

－
１

－
－

－
－

２
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

１２
洗
濯
業

１
９

－
－

２
２

－
－

１
１

１
－

－
－

－
２

－
１

－
－

１
－

－
－

２
－

－
－

－
－

２３
写
真
業

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

１
－

－
－

－
１

－
－

２
自
動
車
整
備
業

－
１

－
－

－
１

－
１

１
－

－
－

－
－

１
１０

１
－

４
１

－
－

－
－

－
－

－
１

－
－

２２
機
械
修
理
業

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

１
－

－
－

－
－

－
－

３
１

－
１

－
－

１
－

－
－

－
－

７
商
品
検
査
業

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

２
－

－
１

－
－

－
－

－
－

－
－

３
計
量
証
明
業

－
－

－
－

－
－

－
１

－
－

－
－

－
－

－
１

－
－

－
－

１
－

－
－

１
－

１
－

－
－

５
ご
み
処
分
業

２
６

４
２

３
１

５
２

３
１

２
３

２
１

１
２

１
２
２０

２
２

３
４

１
３

１
４

１
１

２
８７

産
業
廃
棄
物
処
分
業

２
１

２
１

２
－

－
－

－
１

－
－

－
－

２
２

１
２

５
２

－
－

３
－

５
－

－
－

２
－

３３
特
別
管
理
産
業
廃
棄
物
処
分
業

－
－

－
１

－
１

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

２
高
等
教
育
機
関

－
２

－
－

４
１

－
１

－
－

－
－

－
－

－
２

２
－

３
－

－
１

－
１

－
－

２
－

１
２

２２
自
然
科
学
研
究
所

－
２

－
－

１
－

－
－

－
１

－
－

－
－

－
－

３
－

４
－

１
１

１
１

－
－

－
－

－
－

１５
合

計
２２

５６
７３

７１
３０

５５
５３

４３
９４

９４
２９

７８
９９

３９
７０

４３
７９
１２
８
５１
９
９１

３２
６６

５８
４６

９４
５９

６０
５８

４６
４２

２
，３
２７
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物質の性質�

環境の条件�

（気象・水量等）�

（分解性・蓄積性等）�
生活スタイル� 有害性�

環境リスク�
人の健康�
生態影響�

排出量�

PRTR

環境中の濃度�

大気・水域・土壌�

暴露量�

呼吸気から�
飲食物から�
皮膚から�生物への蓄積�

PRTRでは、事業者が国へ届け出た対象化学物質の年間排出量の集計値と、家庭、農地、自動車

などからの年間排出量の推計値が公表され、次のようなことがわかります。

・全国の事業者が大気、水域、土壌へ排出及び埋立処分している化学物質とその量の集計値

・全国の事業者が下水道への移動や廃棄物として事業所の外へ移動させている化学物質とその量の

集計値

・全国の家庭、農地、自動車などから排出される化学物質とその量の推計値

・化学物質別の排出量・移動量

・業種別の排出量・移動量

・都道府県別の排出量・移動量 など。

各事業所が国に届け出た事業所ごとの排出量・移動量等のデータは公表されませんが、国へ開示請

求をすれば誰でもそのデータを入手できます。

また、都道府県では、国からのデータをもとに市町村ごとの排出量など、地域のニーズに応じた集

計・公表を行います。

なお、これから紹介するパイロット事業のデータを見ても分かるように、PRTRでは環境中に排

出された化学物質の名前や排出量を把握することはできますが、実際にその排出量がそのまま環境や

人の健康への影響となるわけではありません。

環境や人への影響については、PRTRのデータに加え、それが環境中にどのように分布している

のか（環境中の濃度）、実際に人や生物にどれくらい取り込まれるのか（暴露量）や化学物質の有害

性の程度といったさまざまな要因とあわせて解析する必要があります。この過程を模式的に表すと次

のように表すことができます。

注）環境リスクとは、化学物質が環境を経由して人の健康や生態系に悪い影響を及ぼすおそれのこと

・環境リスクについて →６７ページ
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結果の見方
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この物質について何件の報告があったか�

大気・水域・土壌・埋立に年間何kg排出されたか�

廃棄物として、また下水道や廃水処理施設に年間�
何kg移動されたか�

対象物質�

排出量（kg/年）� 移動量（kg/年）�

（続き）�

排出件数（件）� 移動件数（件）�

物質名�

1 亜鉛の水溶性化合物� 119

2，750 45，100 127，000 175，000 376，000 399，000 574，0002，980 20，6003

17，600 177，000 194，000 71，900 126，000 321，00053，800 440

5，460 0 5，460 31，100 31，100 36，60036

782 11 793 146，000 146，000 147，0000 1

6 58 2 1 67 79 14 4 97

2 アクリルアミド� 33 8 5 ―� ―� 13 10 1 1 12

3 アクリル酸� 51 26 8 ―� ―� 34 16 3 3 22

4 アクリル酸エチル� 35 21 1 ―� ―� ―�22 8 2 10

6 アクリル酸メチル� 20 12 3 ―� ―� ―�15 3 1 4

5
アクリル酸 2―（ジメチ�
ルアミノ）エチル�

3

82

10

20

9

4

61

12

29

21

12

2 2 ―�―� ―�

―�

―�

―�

―�

44，300 9，550 53，800 1，910 1，950 55，80037―� ―�

―� ―�
116 116 116―�―� ―� ―�

―�

―� ―�―�

―�

―� ―� ―�―�―�2

大気�排出� 移動� 全体�

大気�

公水�土壌�

土壌�

埋立�

埋立�

合計�

合計� 合計�

廃棄物�

廃棄物�
移動�

下水道�
への移動�

廃水処�
理施設�
への移動�

排出量・移�
動量合計�
（kg/年）�

下水道� 合計�廃水処理�

公共用�
水域�

物質�
番号�

報告事業所数（件）�

○基本となる集計表

PRTRのデータは、事業者からの届出や国の推計に基づいた化学物質の排出量とその排出先に関

する情報です。

結果を分かりやすく示すために表やグラフなどに加工してありますが、基本となるのは「化学物質

の名称」とその「排出量」「排出先」についての単純な数値データです。２０００（平成１２）年パイロッ

ト事業のデータを例に見てみましょう。一段目の表は、対象物質別に、いくつの事業所から報告があ

ったか、二段目の表はそれぞれ大気・水域（公共用水域；河川や海など）・土壌のどこにどれだけ排

出されたか、事業所敷地内にどれだけ埋立処分されたか、廃棄物として事業所の外へ運び出された量

はどれくらいかといった基礎的な情報を集計したものです。このような数値データをもとにして、全

国的に排出量の多い物質は何か、業種別や地域別にどのような特徴があるかといったさまざまな視点

で整理、集計していきます。

例）排出先（大気・水域・土壌・埋立）別対象化学物質別排出量・移動量の集計値

注）PRTRパイロット事業報告書では「媒体別・対象化学物質別の報告事業所数・排出件数・移動件数・排
出量・移動量」という表題で示されています。
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環境への排出が多かった物質（上位10物質）�

トルエン�

0 5,000

22,400

10,900

7,650

4,800

6（3,040）�

175（1,910）�

1,160

1,890

1,720

（899）�

2,190

（7,570）�

（6,960）�

10,000 15,000

環境排出量（t/年）�

25,000 30,000 35,00020,000

キシレン�

ジクロロメタン�

p―ジクロロベンゼン�

塩化メチル�

ホルムアルデヒド�

ベンゼン�

トリクロロエチレン�

テトラフルオロエチレン�

砒素及びその無機化合物�

事業所�

事業所以外�

まず、環境（大気・水域・土壌・埋立）への排出が多い物質は何かをみてみましょう。事業所から

排出が報告された物質２５０、農地や自動車、家庭・オフィスなどからの排出を推計した物質１４１、合

計３０２物質のうち、排出量が多かった１０物質を下図に示しました。

パイロット地域全体で特に排出量が多かったのはトルエンとキシレンです。

上位５物質の主な用途は次のとおりです（各物質の詳細については６～７ページを参照下さい）。

①トルエン：塗料・インキ溶剤、合成原料等

②キシレン：合成原料、溶剤等

③ジクロロメタン：ペイント剥離剤、金属脱脂洗浄剤等

④砒素及びその無機化合物：半導体、木材防腐剤等
パラ

⑤p－ジクロロベンゼン：染料、農薬（殺虫剤）、防臭剤等

●

●

●

●

●

●

●

●

●

排出量の多い物質

●

●

●

●

●

●

●

●

●
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その他�
22％�

その他�
15％�

その他�
8％�

その他�
13％�

ホルムアルデヒド�
4％�

その他�
30％�

その他�
7％�マンガン及び�

その化合物 7％�

アセトアルデヒド�
3％�

トリクロロ�
エチレン�
3％�

ホルムアルデヒド�
9％�

アクリル酸�
8％�

p-ジクロロ�
ベンゼン 6％�

p-ジクロロ�
ベンゼン�
11％�

p-ジクロロ�
ベンゼン�
5％�

ふっ化水素及び�
その水溶性塩�

6％�

ジクロロメタン�
7％� HCFC-141b�

12％�

p-ジクロロ�
ベンゼン 13％�

キシレン�
29％�

キシレン�
32％�

キシレン�
25％�

キシレン�
15％�

ベンゼン�
2％�

キシレン�
17％�

キシレン�
8％�

トルエン�
10％�

鉛及びその化合物�
10％�

砒素及びその無機�
化合物�
58％�

トルエン�
24％�

トルエン�
21％�

トルエン�
50％�

トルエン�
28％�

ジクロロメタン�
33％�

トルエン�
28％�

北海道（合計排出量：562t）�

排出量の多かった物質�

札幌市（合計排出量：8,430t）�

岩手県（合計排出量：2,220t）� 宮城県（合計排出量：1,600t）�

仙台市（合計排出量：1,470t）� 秋田県（合計排出量：1,490t）�

ジクロロメタン�
21％�

�

�

�

�

�

地域ごとに排出量の上位５物質をみると、多くの地域でトルエン、キシレン、ジクロロメタン、p－

ジクロロベンゼンが含まれています。しかし、札幌市の砒素及びその無機化合物、茨城県の塩化メチ

ル、山口県のふっ化水素及びその水溶性塩のように、地域に特徴的な物質も見られます。
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山形県（合計排出量：1,140t）�

排出量の多かった物質�

福島県（合計排出量：977t）�

茨城県（合計排出量：8,190t）� 千葉県（合計排出量：6,010t）�

東京都（合計排出量：898t）� 神奈川県（合計排出量：2,750t）�

川崎市（合計排出量：3,340t）� 新潟県（合計排出量：541t）�

キシレン�
29％�

キシレン�
10％�

キシレン�
27％�

キシレン�
20％�

キシレン�
25％�

キシレン�
38％�

ジクロロメタン�
12％�

ジクロロメタン�
8％�

トリクロロ�
エチレン 9％�

塩化アリル�
12％�

p-ジクロロ�
ベンゼン4％�

p-ジクロロ�
ベンゼン 6％�

ホルムアルデヒド�
8％�

塩化メチル�
19％�

テトラフルオロ�
エチレン�
18％�

トリクロロ�
エチレン 6％�

ジクロロメタン�
20％�

ジクロロメタン�
17％�

キシレン�
15％�

キシレン�
10％�

トリクロロ�
エチレン�
7％�

ホルムアルデヒド�
5％�

ほう素及び�
その化合物�
5％�

その他�
33％�

その他�
23％�

その他�
35％�

酢酸ビニル�
6％�

その他�
38％�

その他�
23％�

その他�
35％�

クロム及び�
3価クロム化合物�

8％� 塩化メチル�
8％�

1,3-ブタジエン�
11％�

その他11％�

その他�
25％�

ふっ化水素及び�
その水溶性塩�
10 ％�

トルエン�
22％�

トルエン�
7％�

トルエン�
26％�

トルエン�
18％�

トルエン�
27％�

トルエン 28％�

HCFC-142b�
8％�

トルエン�
32％�

トルエン�
25％�

ベンゼン 5％�

ベンゼン�
7％�

p-ジクロロ�
ベンゼン 8％�
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富山県（合計排出量：1,810t）� 石川県（合計排出量：1,000t）�

長野県（合計排出量：1,700t）� 岐阜県（合計排出量：4,240t）�

愛知県（合計排出量：18,600t）� 三重県（合計排出量：4,100t）�

京都府（合計排出量：1,000t）� 京都市（合計排出量：3,330t）�

その他�
32％�

その他�
25％�

その他�
20％�

その他�
9％� その他 7％�

その他�
35％�

トリクロロアセト�
アルデヒド 4％�

1,2-ジクロロ�
エタン 5％�

その他 14％�

その他16％�

スチレン 2％�

ホルムアルデヒド�
3％�

p-ジクロロ�
ベンゼン 3％�

p-ジクロロ�
ベンゼン 4％�

p-ジクロロ�
ベンゼン 3％�

エチレングリコー�
ルモノメチルエー�
テル 3％�

p-ジクロロ�
ベンゼン 3％�

p-ジクロロ�
ベンゼン 6％�

D－D�
2％�

トルエン�
24％�

トルエン�
15％�

トルエン�
44％�

トルエン�
34％�

トルエン�
73％�

トルエン�
22％�

スチレン 8％�

トルエン�
24％�

トルエン�
55％�

キシレン�
18％�

キシレン�
18％�

キシレン�
21％�

キシレン�
44％�

キシレン�
12％�

キシレン�
26％�

キシレン�
26％�

キシレン�
11％�

トリクロロ�
エチレン 14％�

トリクロロ�
エチレン 5％�

テトラクロロ�
エチレン 3％�

トリクロロ�
エチレン 7％�

ジクロロメタン�
10％�

ジクロロメタン�
10％�

ジクロロメタン�
31％�

ジクロロメタン�
10％�

ジクロロメタン�
4％�

ジクロロメタン�
2％�

ホルムアルデヒド�
3％�

塩化ビニル�
4％�

�

�

排出量の多かった物質�
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兵庫県（合計排出量：1,430t）�

排出量の多かった物質�

神戸市（合計排出量：1,310t）�

広島県（合計排出量：3,600t）� 山口県（合計排出量：6,760t）�

徳島県（合計排出量：3,370t）� 香川県（合計排出量：2,850t）�

北九州市（合計排出量：2,650t）� 熊本県（合計排出量：1,810t）�

その他�
18％�

その他�
21％�

その他�
21％�

その他�
18％�

亜鉛の�
水溶性化合物�

5％�

その他�
54％�

その他�
13％�

その他�
30％�

その他�
21％�

トルエン�
34％�

トルエン�
39％�

トルエン�
41％�

トルエン�
43％�

トルエン�
38％�

トルエン�
20％�

キシレン�
38％�

キシレン 7％�

キシレン�
28％�

キシレン�
11％�

キシレン�
17％�

キシレン�
38％�

キシレン�
27％�

D－D�
8％�

塩化メチル�
8％�

トルエン�
21％�

トルエン�
7％�

ベンゼン�
3％�

ベンゼン�
9％�

ジクロロメタン�
9％�

ジクロロメタン�
9％�

ジクロロメタン�
6％�

ジクロロメタン�
5％�

ジクロロメタン�
8％�

塩化ビリニデン�
3％�

二硫化炭素�
19％�

二硫化炭素�
5％�

エチレンオキシド�
7％�

ふっ化水素及び�
その水溶性塩�
16％�

p-ジクロロ�
ベンゼン�
4％�

キシレン 29％�

クロロエタン 7％�

p-ジクロロ�
ベンゼン�
10％�

p-ジクロロ�
ベンゼン 3％�

p-ジクロロ�
ベンゼン 3％�

p-ジクロロ�
ベンゼン 7％�

酢酸2-エトキシ�
エチル 3％�

ホルムアルデヒド�
5％�

テトラクロロ�
エチレン 4％�

�

�
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大気への排出�
62,500t/年�

埋立処分�
7,330t/年�

土壌への排出�
10.5t/年�

公共用水域への排出�
2,960t/年�

トルエン�
37％�

砒素及びその�
無機化合物�
66％�

鉛及びその化合物�
16％�

マンガン及びその�
化合物 8％�

クロム及び3価�
クロム化合物 5％�

亜鉛の水溶性化合物 2％�

その他�
28％�

その他�
55％�

その他�
7％�

キシレン�
8％�

エチレン�
グリコール�
5％�

ジクロロ�
メタン�
4％�

ホルム�
アルデヒド�
4％�

クロム及び3価�
クロム化合物�
72％�

クロロホルム�
9％�

エチレン�
グリコール�
7％�

ほう素及び�
その化合物�
6％�

エチレン�
ジミアン�
7％�

ふっ化水素�
及びその�

水溶性塩 16％�

その他�
3％�

トリクロロ�
エチレン 3％�

塩化メチル�
3％�

キシレン�
17％�

ジクロロメタン�
12％�

排出先から見た事業所から排出される化学物質�

化学物質の事業所からの排出先は、大気、水域（河川、海などの公共用水域）、土壌、埋立（事業

所敷地内の埋立処分）の４つに分けられます。化学物質が人の健康や生態系に有害な影響を及ぼす原

因は、この大気、水域、土壌を通じて呼吸や飲食、皮膚接触などによって化学物質が生体内に取り込

まれるためです。このため、どんな物質がどこへ排出されているかは重要な情報です。

大気、水域、土壌、埋立のうち、事業所から報告された物質数や報告件数、排出量などでみると、

大気への排出がその大部分（８６％）を占めています。円の大きさは排出量の大小をあらわしています。

●

●

●

●

●

●

●

●

●

どこへ排出されたのか：
大気への排出

●

●

●

●

●

●

●

●

●
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事業所から大気への排出が多かった物質（上位5物質）�

22,30025,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

10,900

トルエン� キシレン� ジクロロメタン� 塩化メチル� トリクロロエチレン�

7,640

2,180 1,890

大
気
へ
の
排
出
量（
t
/
年
）�

北海道（合計排出量：20.3t）�

大気への排出が多かった物質�

札幌市（合計排出量：357t）�

キシレン�
50％�

キシレン�
15％�

トルエン�
75％�

ベンゼン�
2％�

エチルベンゼン�
0.1％�

ベンゼン 0.1％�

HCFC-225�
11％�

スチレン�
32％�

テトラクロロ�
エチレン 4％� テトラクロロ�

エチレン 10％�

その他 1％� その他 0.1％�

�

大気、水域、土壌、埋立の排出先ごとに物質の種類やその量は大きく異なります。

まず、大気への排出からみてみましょう。大気へ排出されたとして事業所から報告があったのは２１６

物質でした。そのうち上位５物質の排出量は以下の通りです。

排出量の多かった物質の主な用途と人への影響

トルエン、キシレン、ジクロロメタンについては６～７ページを参照ください。

塩化メチル：合成原料（ブチルゴム、シリコーン樹脂）、医薬品原料、農薬原料、加工剤（メチル化剤）、溶剤など

に利用される。ガスを吸入すると麻酔作用により中枢神経に障害を与える。高濃度にさらされると、めまい、眠

け、筋肉協調運動失調、意識障害、吐き気、腹痛、しゃっくり、複視、目のかすみが起き、次いでけいれん、こ

ん睡が起る。

トリクロロエチレン：溶剤（染料、生ゴム、硫黄、ピッチ、カドミウム、塗料）、洗浄剤（羊毛）、合成原料（フロ

ンガス）、農薬（殺虫剤）などとして用いられる。急性暴露では強い麻酔作用を示し、高濃度の蒸気を吸入すると

急速に意識を失う。常習的にさらされると肝障害を起こし、皮膚にくり返し触れると皮膚炎を起こす。眼。鼻、

のどを刺激する。

事業所から大気への排出量の多かった物質を地域別に見てみましょう。
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岩手県（合計排出量：1,480t）�

大気への排出が多かった物質�

宮城県（合計排出量：717t）�

仙台市（合計排出量：415t）� 秋田県（合計排出量：891t）�

山形県（合計排出量：254t）� 福島県（合計排出量：564t）�

茨城県（合計排出量：7,700t）� 千葉県（合計排出量：5,130t）�

その他�
1％�

その他 1％�

その他 3％�

その他 3％�

ベンゼン 7％�

ベンゼン�
8％�

その他 5％�

その他�
31％�その他�

36％�

酢酸ビニル�
7％�

フェノール 3％�

その他�
10％�

キシレン�
40％�

キシレン�
6％�

キシレン�
23％�

テトラフルオロ�
エチレン�
20％�

キシレン�
9％�

キシレン�
10％�

キシレン�
9％�

クロロホルム 3％�

ふっ化水素及び�
その水溶性塩 1％�

ふっ化水素及び�
その水溶性塩�

4％�

キシレン 1％�

テトラクロロ�
エチレン 1％�

トリクロロ�
エチレン�
30％�

ベンゼン�
2％�

1,2-ジクロロ�
プロパン 1％�

HCFC-141b�
27％�

キシレン�
9％�

トルエン�
23％�

トルエン�
94％�

トルエン�
20％� トルエン�

41％�

トルエン 7％�

トルエン�
26％�

トルエン�
30％�

トルエン�
35％�

トリクロロ�
エチレン 4％�

トリクロロ�
エチレン 4％�

クロロホルム�
1％�

ジクロロメタン�
31％�

ジクロロメタン�
15％�

ジクロロメタン�
57％�

ジクロロメタン�
20％�

ジクロロメタン�
35％�

塩化メチル�
20％�

HCFC-142b�
8％�

ジクロロメタン�
19％�

�

�
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東京都（合計排出量：183t）�

大気への排出が多かった物質�

神奈川県（合計排出量：2,000t）�

川崎市（合計排出量：2,390t）� 新潟県（合計排出量：228t）�

富山県（合計排出量：1,410t）� 石川県（合計排出量：296t）�

長野県（合計排出量：889t）� 岐阜県（合計排出量：3,350t）�

その他�
8％�

その他�
29％�

その他�
26％�

塩化アリル 9％�

塩化メチル�
11％�

塩化ビニル�
5％�

その他 3％�

その他 0.04％�

その他 0.4％�

その他 5％� その他 5％�

キシレン�
11％�

キシレン�
19％�

キシレン 4％�

キシレン�
14％�

キシレン 8％�
キシレン�
12％�

キシレン�
24％�

キシレン�
42％�

トルエン�
8％�

1,3-ブタジエン�
15％�

トルエン�
17％�

トルエン�
25％�

トルエン 8％�

N,N-ジメチルホル�
ムアミド 7％�

スチレン�
7％�

スチレン 4％�

トルエン�
81％�

トルエン�
64％�

トルエン�
37％�

エチレン�
グリコール 2％�

エチルベンゼン�
0.5％�

エチレングリコール 1％�

トルエン�
28％�

ジクロロメタン�
23％�

HCFC-141b�
9％�

ジクロロメタン�
16％�

ジクロロメタン�
18％�

ジクロロメタン�
13％�

ジクロロメタン�
13％�

ジクロロメタン�
57％�

トリクロロ�
エチレン�
27％�

トリクロロ�
エチレン�
21％�

トリクロロ�
エチレン�
17％�

トリクロロ�
エチレン 6％�

テトラクロロ�
エチレン 4％�

トリクロロ�
エチレン�
14％�

テトラクロロ�
エチレン 23％�

�

�

�

�

�

�
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愛知県（合計排出量：12,900t）�

大気への排出が多かった物質�

三重県（合計排出量：2,620t）�

京都府（合計排出量：557t）� 京都市（合計排出量：2,650t）�

兵庫県（合計排出量：492t）� 神戸市（合計排出量：799t）�

広島県（合計排出量：2,410t）� 山口県（合計排出量：5,290t）�

その他 7％�

その他 1％�

その他 6％�
2-アミノ�

エタノール 1％�

酢酸2-エトキシ�
エチル 4％�

その他�
7％�

その他�
9％�

その他�
43％�

クロロエタン�
9％�

ジクロロメタン�
11％�

スチレン�
9％�

1,2-ジクロロ�
エタン 8％�

ふっ化水素及び�
その水溶性塩�
20％�

その他�
21％�

トルエン�
54％�

トルエン�
37％�

トリクロロ�
エチレン�
8％�

トルエン�
85％�

トルエン�
48％�

トルエン�
17％�

スチレン12％�
トルエン�
24％�

キシレン�
21％�

キシレン�
53％�

トルエン�
40％�

キシレン�
22％�

キシレン�
32％�

エチレンオキシド�
11％�

キシレン�
44％�

キシレン�
6％�

エチレン�
グリコールモノメ�
チルエーテル 3％�

その他 3％�

臭化メチル�
5％�

ジクロロメタン 2％� テトラクロロ�
エチレン 1％�

テトラクロロ�
エチレン 12％�

キシレン�
29％�

トリクロロ�
エチレン 3％�

ジクロロメタン�
14％�

ジクロロメタン�
7％�

ジクロロメタン�
11％�

ジクロロメタン�
9％�

ジクロロメタン�
14％�

ジクロロメタン�
6％�

メタクリル酸n-ブチル 1％�

エチルベンゼン 1％�

1,2-ジクロロ�
エタン 8％�

N,N-ジメチル�
ホルムアミド 1％�

�

�

�

�

�

�
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徳島県（合計排出量：2,430t）�

大気への排出が多かった物質�

香川県（合計排出量：1,880t）�

北九州市（合計排出量：1,740t）� 熊本県（合計排出量：455t）�

その他 9％�

その他 3％�アクリロニトリル 1％�

その他 4％�

その他 1％�

トルエン�
49％�

トルエン�
55％�

トルエン�
43％�

トルエン�
20％�

二硫化炭素�
24％�

二硫化炭素�
8％�

ベンゼン 1％�

ベンゼン�
13％�

エチルベンゼン 2％�

塩化メチル 3％�

キシレン�
7％�

キシレン�
15％�

キシレン�
41％�

キシレン�
46％�

ジクロロメタン�
7％�

ジクロロメタン 1％�

ジクロロメタン�
13％�

塩化ビニリデン�
4％�

塩化メチル�
30％�

�

�

大気への排出が多かった物質を地域別にみると、全対象地域の集計結果と同じようにトルエン、キ

シレン、ジクロロメタンなどが上位を占める地域が多いようです。しかし、例えば山形県や東京都の

トリクロロエチレン、茨城県の塩化メチルや山口県のふっ化水素及びその水溶性塩のように地域によ

り排出量の多い物質に違いが見られます。

大気への排出に限ったことではありませんが、その地域の事業所はどんな規模のどんな業種が多い

のかといったことによって、排出される物質の種類や量に違いが生じます。

34



事業所から水域への排出が多かった物質（上位5物質）�

500

450

400

350

300

250

200

150

100

50

0
ふっ化水素及び�
その水溶性塩�

469

クロロホルム�

257

エチレン�
グリコール�

202

エチレンジアミン�

201

ほう素及び�
その化合物�

186

水
域
へ
の
排
出
量（
t
/
年
）�

○水域への排出

事業所から水域（河川などの公共用水域）への排出が報告された物質は、１８２物質でした。このう

ち上位５物質は次の通りです。

排出量の多かった物質の主な用途と人への影響

ふっ化水素及びその水溶性塩：ふっ化水素は半導体など電子工業材料や溶剤・洗浄剤として、またふっ化ナトリウ

ム、ふっ化カリウムなどの水溶塩は防腐剤、殺菌剤などに用いられる。目、鼻、のどを強く刺激し、蒸気を吸入す

ると気管支、肺が侵され、一時的に声が出なくなったり、吐き気などをもよおす。慢性中毒は全身衰弱をきたす。

クロロホルム：合成原料（フッ素系冷媒、フッ素樹脂）、医薬品（麻酔剤、消毒剤）、溶剤（ゴム・メチルセルロー

ス用）などに利用される。中枢神経系に影響を及ぼし、過去には麻酔剤として広く使われた。発がん性、変異原

性が認められることから使用が中止されつつある。

エチレングリコール：合成原料（ポリエステル繊維、染料、香料）、溶剤（酢酸ビニル系樹脂）、その他（不凍液）な

ど。目、皮膚、気道を刺激し、腎臓、中枢神経系に影響を与え、腎不全、脳損傷を起こすことがある。経口摂取

により中枢神経系に興奮が起こり、次いで機能低下に至る。

エチレンジアミン：加工剤（繊維防しわ剤、紙の湿潤強化剤）、農薬原料など。目を激しく刺激し、反復あるいは長期

にわたり皮膚に接触すると、皮膚炎やアレルギー反応を示すことがあり、吸入するとぜん息を起こすことがある。

ほう素及びその化合物：ほう酸・ほう砂・ガラス、ガラス繊維、陶磁器、ほうろう、金属ろう付け、石鹸、皮革工

業、洗浄剤、防火剤、防腐剤、化粧品、医薬品（pH緩衝剤）、中性子吸収剤（ガン治療）、乾燥剤、農薬、肥料、

コンデンサ用化成原料など。目や皮膚、気道を刺激して咳や咽頭痛を起こす。経口摂取した場合は、腹痛、下痢、

嘔吐などの症状を発する。

●

●

●

●

●

●

●

●

●

どこへ排出されたのか：
水域・土壌への排出と埋立処分

●

●

●

●

●

●

●

●

●
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事業所から土壌への排出が多かった物質（上位5物質）�

8.00

7.00

6.00

5.00

4.00

3.00

2.00

1.00

0.00

7.51

クロム及び3価�
クロム化合物�

0.80

キシレン�

0.49

エチレングリコール�

0.46

ジクロロメタン�

0.45

ホルムアルデヒド�

土
壌
へ
の
排
出
量（
t
/
年
）�

事業所内で埋立処分された物質（上位5物質）�

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

4,800

砒素及びその�
無機化合物�

1,160

鉛及びその�
化合物�

619

マンガン及び�
その化合物�

377

クロム及び3価�
クロム化合物�

127

亜鉛の�
水溶性化合物�

埋
立
処
分
さ
れ
た
排
出
量（
t
/
年
）�

○土壌への排出

大気や水域への排出と比べ、土壌へ排出される化学物質はその種類も量もあまり多くありません。

事業所から報告のあった土壌へ排出された物質の数は８３で、大気（２１６）の約４割です。このうち排

出量が多かった上位５物質をグラフにしました。

○埋立（事業所敷地内の埋立処分）

埋立処分されたとして事業所から報告された化学物質数は１８と少ないですが、処分量は７，３３０ト

ン／年と排出の区分の中では大気への排出の次に多い量です。上位５物質の排出量は次の通りです。
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トルエン�

0 5,000

22,400

10,900

7,650

4,800

6（3,040）�

175（1,910）�

1,160

1,890

1,720

（899）�

2,190

（7,570）�

（6,960）�

10,000 15,000

環境排出量（t/年）�

25,000 30,000 35,00020,000

キシレン�

ジクロロメタン�

p―ジクロロベンゼン�

塩化メチル�

ホルムアルデヒド�

ベンゼン�

トリクロロエチレン�

テトラフルオロエチレン�

砒素及びその無機化合物�

事業所�

事業所以外�

環境への排出が多かった物質（上位10物質）�

ここでは、もう一度排出量が多かった１０物質を発生源の割合で見てみましょう。

排出量が多いトルエンとキシレンは事業所からも家庭等の事業所以外からも排出されていることが

わかります。トルエンやキシレンの用途は広く、事業所では合成原料やさまざまな溶剤に、家庭でも

塗料に含まれて使用されています。３番目に多いジクロロメタンやその次の砒素及びその無機化合物

は全て事業所からの排出となっています。逆に、５番目の p－ジクロロベンゼンや７番目のホルムア

ルデヒドは、事業所からの排出と比較して、事業所以外からの排出が９割以上を占めており、家庭に

おける製品の使用にともなって排出されていることがわかります。

●

●

●

●

●

●

●

●

●

どこから排出されたのか

●

●

●

●

●

●

●

●

●
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事業所からの排出を業種別や従業員規模別に区分してみると、ある物質を他よりも多く排出してい

る業種グループや、大企業と中小企業のどちらが主に排出しているかといったことが明らかになりま

す。こうした情報は、国や地域で化学物質の削減計画を立てていく上で役立つことが期待されます。

例えば、業種別に比較して見てみましょう。

ここでは主な業種グループとして化学系、機械系、金属系の製造業を取り上げます。それぞれの業

種グループに含まれる業種は次の通りです。

化学系製造業：化学工業、石油製品・石炭製品、プラスチック製品、ゴム製品の各製造業

機械系製造業：一般機械器具、電気機械器具、輸送用機械器具、精密機械器具の各製造業

金属系製造業：鉄鋼業、非鉄金属、金属製品の各製造業

○業種グループ別の排出量上位５物質の排出量

事業所から排出される排出量の合計でみると、化学系製造業が３３，８００トン、機械系製造業が１３，１００

トンで、この２つの業種グループが全体の６４％を占めています。排出量の多い物質を比べると、溶

剤・脱脂洗浄剤などとして使われるトルエン、キシレン、ジクロロメタンは概ねどの業種からも排出

されていますが、金属系製造業ではエッチングなどに使われるふっ化水素及びその水溶性塩やトリク

ロロエチレン、化学系製造業ではシリコーン樹脂などの合成原料として使われる塩化メチルなど、特

定の業種グループに特徴的な物質もみられます。

●

●

●

●

●

●

●

●

●

業種別に見る

●

●

●

●

●

●

●

●

●
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キシレン 4％�

スチレン 3％�

テトラフルオロ�
エチレン 4％�

1,2-ジクロロ�
エタン 4％�

その他�
34％�

トルエン�
33％�

塩化メチル�
6％�

ジクロロメタン�
12％�

〈化学系製造業〉合計排出量：33,800t／年�

業種別に見た事業所から排出される化学物質�

その他 6％�

キシレン�
48％�

トルエン�
27％�

ジクロロ�
メタン 13％�

トリクロロ�
エチレン 4％�

HCFC-141b�
2％�

〈機械系製造業〉合計排出量：13,100t／年�

その他 8％�

キシレン 20％�

トルエン 13％�

鉛及びその�
化合物 4％�

クロム及び3価ク�
ロム化合物 5％�

テトラクロロエチ�
レン 5％�

トリクロロエチレ�
ン 14％� ふっ化水素および�

その水溶性塩�
15％�

ジクロロメタン�
16％�

〈金属系製造業〉合計排出量：7,730t／年�

注）円の大きさは排出量の大小をあらわしています
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事業所からの報告とは別に、国では農薬散布、自動車、家庭・オフィス、報告の対象とならない業

種からの排出量を推計しています。２０００（平成１２）年度のパイロット事業では、１４１物質について推

計されました。

推計は、おおまかに以下のようなステップで行われます。

①統計資料や実測データなどをもとに対象物質を決定

②使用量や出荷量を把握

③環境中に排出される割合を設定

④使用量や出荷量に、③の係数をかける

⑤統計資料などをもとに、地域別に配分する

事業所以外からの排出については、まだ確立された推計方法がほとんどないため、推計できる物質、

分野から推計を行うことになります。また、数値が過大だったり過小だったりするおそれがあり、デ

ータを読む場合には注意が必要です。今後、推計精度の一層の向上が望まれます。

農薬・自動車・家庭やオフィスで排出量が多かった物質は次ページのとおりです。

キシレンやトルエンは、事業所からの排出でも上位を占めていましたが、p－ジクロロベンゼンは

家庭で使用される衣類防虫剤、ホルムアルデヒドやベンゼンは自動車が主な発生源となっています。

●

●

●

●

●

●

●

●

●

農薬・自動車・家庭や
オフィスからの排出

●

●

●

●

●

●

●

●

●
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その他 0.3％�

その他�
15％�

キシレン�
35％�

トルエン�
31％�

その他�
40％�

その他 1％�

スチレン 0.2％�

キシレン�
51％�

キシレン�
21％�

臭化メチル�
14％�

D－D�
23％�

クロロピクリ�
ン 12％�ダゾメット�

6％�

マンコゼブ�
5％�

トルエン�
47％�

トルエン�
20％�

ベンゼン�
13％�

ホルム�
アルデヒド 1％�

アセト�
アルデヒド 9％�

ホルム�
アルデヒド 22％�

p-ジクロロ�
ベンゼン 29％�

ホルム�
アルデヒド 3％�

2-アミノ�
エタノール 1％�

酢酸2-エトキ�
シエチル 1％�

家庭・オフィス等より排出される物質�
合計排出量 10,400t／年�

農薬散布より排出される物質�
合計排出量 4,100t／年�

移動発生源より排出される物質�
合計排出量 6,940t／年�

対象外業種より排出される物質�
合計排出量 4,900t／年�

事業所以外から排出される化学物質�

注）円の大きさは排出量の大小をあらわしています
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地域によって差がある事業所の排出物質�

1,200

1,000

800

600

400

200

0
ふっ化水素及�
びその水溶性�

塩�

ジクロロメタ�
ン� スチレン� 1,2-ジクロロ�エタン�

トリクロロエ�
チレン�

エチレングリ�
コール� トルエン� キシレン�

1,070 582 457 437 328 130 320 300

26

山口県�

神奈川県� 320 0.03 0.41 7.9 46 556 843

単位：t／年�

排
出
量（          
）�

t�
/�
年�

業 種 神奈川県 山口県

鉄鋼業 ０ ７

一般機械器具製造業 １２ ０

電気機械器具製造業 ７ １

輸送用機械器具製造業 ９ ５

精密機械器具製造業 １ ０

面積や人口、どの業種が多いかなどによって、PRTRデータにはさまざまな地域ごとの特徴が見

られます。他の地域と比較するときは、単に排出量の大小を見るのではなく、なぜそのような違いが

生じているのか、地域に固有の課題は何かを検討する必要があります。

例えば、特徴的な例を２つほど見てみましょう。

まず、神奈川県と山口県の対象地域の事業所から排出の報告があった物質とその量の比較です。山

口県で排出量が最も多いふっ化水素は、神奈川県では少なく、神奈川県で多いキシレン、トルエンは、

山口県での割合はそれほど多くありません。

これは、パイロット事業の対象になった山口県の事業所に、ふっ化水素を排出する鉄鋼業などの金

属系製造業が多く、神奈川県の対象事業所には機械系の業種が多く含まれていたことなどが理由とし

て考えられます。
報告事業所数

●

●

●

●

●

●

●

●

●

地域の違いを見る
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●
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仙台市と北九州市の発生源別排出量の比較�

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

排
出
量（          

）�

t�
/�
年�

仙台市�
416
1,051事業所以外�

事業所�
北九州市�
2,080
563

単位：t／年�

事業所数 人口（万人） 自動車保有台数（千台）

仙台市 ３０ ９８ ５３７

北九州市 ４６ ４９ ２６５

次は仙台市と北九州市の比較です。排出された化学物質の総量を事業所と事業所以外からの排出に

分けています。全体に占めるそれぞれの割合を比べると、仙台市では事業所以外からの排出量が

７２％、事業所からの排出が２８％、北九州市では事業所からの排出が７９％、事業所以外からの排出が

２１％と、全く逆の傾向を示しています。

これは対象地域の報告事業所の業種や事業所数、人口や自動車交通量などの違いによるものと考え

られます。

仙台市と北九州市の状況

パイロット事業の対象地域は北九州市が市域の一部に限定されており一概には言えませんが、排出

量の低減にあたって事業所が積極的に取り組むべきか、家庭やオフィス、自動車からの排出低減に重

点をおくべきか、その地域によって対応の仕方が変わってくる一つの例です。
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PRTRデータは、事業所からの報告と国の推計に基づいた、化学物質の名称とその排出先、排出

量の情報です。これまで見てきたように、そのデータを排出量の大きい順番に並べたり、排出先（大

気・水域・土壌・埋立）別に集計したり、地域別や業種別に区分してみたりすることで、ある化学物

質の排出状況にどのような特徴があるのかを知ることができます。

しかし、データの加工の仕方によっては誤読や勘違いを招くものもあり、読み手にも注意が必要で

す。例えば、グラフ化すると分かりやすいという印象を受けますが、つい排出量の大小にだけ関心が

向き、「量が少なくても有害性が高い物質」を見落としがちになります。また、基になるデータその

ものも「報告」や「推計」された数値であることから、記述や計算に１００％ミスがないとは言い切れ

ません。

次にあげる３つのグラフは、各地域の総排出量を示しています。もとはすべて同じデータで、事業

所の数や地域の面積などで割り、比較のための単位を変えてみたものです。縦軸の目盛りなどに注意

しながら、集計の仕方ひとつで結果が異なり、受ける印象も違ってくることをご自分の目で確かめて

みてください。なお、これらのグラフは参考例として試算したもので、グラフによっては示される数

値にデータとしての意味がない場合もあることにご注意ください。

グラフ１は対象地域の総排出量の集計結果を、グラフ２はそれを各地域の報告事業所の数で割った

１事業所あたりの量を表しています。

愛知県と札幌市や山口県に注目して２つのグラフを見比べると、ずいぶん違うことに気づかれるで

しょう。これはこの地域で排出の報告を行った事業所の数や規模の違いによるものです。愛知県は５１９

事業所、札幌市、山口県はそれぞれ５６、５９事業所でした。

また、グラフ１と２では縦軸の目盛りも異なっています。

PRTRの集計結果を見るときには、単に量の大小や順位だけに目を向けることのないよう注意が

必要です。
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●
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●
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●
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●

●

データを見る目を養う

●

●

●

●

●

●

●
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地域別の排出総量�グラフ1

地域別の1事業所あたりの排出量�グラフ2

20,000�

18,000�

16,000�

14,000�

12,000�

10,000�

8,000�

6,000�

4,000�

2,000�

0

160�

140�

120�

100�

80�

60�

40�

20�

0

熊
本
県�

北
九
州
市�

香
川
県�

徳
島
県�

山
口
県�

広
島
県�

神
戸
市�

兵
庫
県�

京
都
市�

京
都
府�

三
重
県�

愛
知
県�

岐
阜
県�

長
野
県�

石
川
県�

富
山
県�

新
潟
県�

川
崎
市�

神
奈
川
県�

東
京
都�

千
葉
県�

茨
城
県�

福
島
県�

山
形
県�

秋
田
県�

仙
台
市�

宮
城
県�

岩
手
県�

札
幌
市�

北
海
道�

熊
本
県�

北
九
州
市�

香
川
県�

徳
島
県�

山
口
県�

広
島
県�

神
戸
市�

兵
庫
県�

京
都
市�

京
都
府�

三
重
県�

愛
知
県�

岐
阜
県�

長
野
県�

石
川
県�

富
山
県�

新
潟
県�

川
崎
市�

神
奈
川
県�

東
京
都�

千
葉
県�

茨
城
県�

福
島
県�

山
形
県�

秋
田
県�

仙
台
市�

宮
城
県�

岩
手
県�

札
幌
市�

北
海
道�

環
境
排
出
量
（
t
／
年
）�

環
境
排
出
量
（
t
／
年
／
報
告
事
業
所
数
）�

45



地域別の面積あたりの排出量と人口密度�グラフ3
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次のグラフ３は、上段が対象地域の面積あたりの化学物質の排出量（排出密度＝対象地域の化学物

質排出量／対象地域の面積）を示しています。環境中の化学物質の存在を考える上で、対象地域にど

れくらいの排出量が集中しているかという情報は重要です。もちろんこの場合、対象地域の地形や気

象条件も合わせて考える必要があります。

一方、グラフ３の下段に示してあるのは各対象地域の人口密度です。同じ排出量でも人が多く住ん

でいるところに排出されるのと少ない場合では、その化学物質にさらされる（暴露する）人の数に大

きな差があります。いわば被害の可能性の大きさをみる指標といえるでしょう。

上段の排出密度と下段の人口密度を考えあわせることで、地域の化学物質管理の緊急性や重要性を

みることも一つの方法です。

対象地域の面積や人口、製造品出荷額等は、この章の「２．対象地域はどんなところ？」を参照下さ

い。
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